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はじめに 

 

「歴史に学び、未来につなげる」 
 

 人生 100 年時代、さらには人工知能（AI）や IoT1の進展などの急速な技術革

新によって、「Society5.02」という新たな時代が到来すると言われている中、貧

困や国籍の違い、障がいの有無や年齢等にかかわらず、市民一人一人がその能

力や体力に応じて豊かな人生をおくることができるよう、それぞれの能力や可

能性を最大限引き出し、多様な個性を伸ばす「人づくり」が求められていま

す。 

 また、ボールパーク構想3の実現に向けた様々なチャレンジ、世界で起こって

いる環境、人権、ジェンダー4、平和、開発といった現代社会の課題、大規模な

災害や新たな感染症などへの対応、これらを自らの問題として捉え、その解決

につながる新たな価値観や行動を生み出し、持続可能な社会を他者とともに創

造していく「生きる力」を育むことが益々重要となっています。 

 この計画は、これらを踏まえ、「北広島市総合計画（第６次）」でめざすべき

「希望都市」「交流都市」「成長都市」の 3 つの都市像や政策・施策と整合性を

図りながら策定するとともに、市民一人一人が、本市の開拓期の偉大な先人で

ある W.S.クラーク博士、和田郁次郎翁、中山久蔵翁のかげがえのない行動や志

から、「どうして、どのように」と自ら考え、より良いこれからのまちづくり

に向けて大志をいだき行動できる資質・能力を育むことを目標に、めざす人間

像を「希望を懐く人」「交流に励む人」「成長に挑む人」としています。 

北広島で生まれ育つ喜びや暮らし続けたいという思いを抱きながら、これか

らの社会の変化や未知の困難に対して、自己の夢や目標を持ち、お互いの個性

を尊重しながら支え合い、未来を切り拓いていく力を育み、北広島はもとよ

り、国内外で活躍する人を育むことを目標として策定しています。 

 この計画の策定にあたり、教育振興基本計画策定懇談会の構成員の方をはじ

め、市民、関係団体の皆さまから貴重なご意見等をいただきましたことに心か

ら感謝申し上げますとともに、本計画の推進にあたり、市議会をはじめ関係諸

機関、市民の皆様のご理解とご協力をお願いいたします。 
 

 令和 年 月 

       北広島市教育委員会教育長 𠮷 田 孝 志 

策定中 
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第１章 新しい教育振興基本計画について 

 

１ 計画の目的 

 

 本市は、昭和45年（1970年）に広島町総合開発計画を策定して以来、広島町

新長期総合計画、広島町第3次長期総合計画、北広島市総合計画（第4次）、北

広島市総合計画（第5次）という5次にわたる計画を策定し、自然と創造の調和

した豊かな都市をめざして、総合的、計画的なまちづくりを進めてきました。  

教育委員会では、昭和44年（1969年）8月に「広島町教育基本構想」及び

「広島町教育基本計画」（昭和45年度から55年度）を策定し、計画的な教育施

策を展開してきました。  

平成23年（2011年）3月には、「北広島市総合計画（第5次）～希望都市・交

流都市・成長都市～」の基本目標を受けて策定した「北広島市教育基本計画」

（2011－2020）において、「北広島市民が、今この時代に支えあい、高めあう

関係を築くこと」を基本姿勢とし、家庭教育・幼児教育・学校教育・社会教育

が連携を深め、ともに働き、ともに成果を喜びあうことができるような学習環

境の整備に努めてきたところです。  

この「北広島市教育振興基本計画」は、令和12年（2030年）度までを計画期

間とする「北広島市総合計画（第6次）」（以下、「総合計画」という。）に

おける基本目標「学び合い心を育むまち」に基づき、これまでの基本理念や基

本姿勢を踏まえ、新たな北広島市の教育についての基本的な方向を示し着実に

推進するための、個別・具体の施策について体系的に整理し、本市がめざす教

育の推進を目的とするものです。 

 

２ 計画の位置づけと体系 

 

 「北広島市総合計画（第 6 次）」と「北広島市教育振興基本計画（2021-

2030）の位置づけを表すと次のとおりです。 
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（昭和44年制定　昭和63年改訂　令和○年改訂）

（令和○年制定）

政策８　生涯にわたる読書活動の推進

政策９　開かれた教育行政の推進、確かな教育行政の運営

北広島市教育振興基本計画

政策１　「生きる力」を育む学校教育の推進

政策２　信頼され、魅力ある学校づくりの推進

政策３　やさしく支えあう教育連携の推進

学び合い心を育てる9つの政策と26の施策

めざす人間像

希望を懐く人 交流に励む人 成長に挑む人

生涯にわたる学び合いをとおして、誰もが活躍できる社会の実現

テーマ「大志をいだき未来を切り拓くまち・きたひろしま」

北広島市教育ビジョン

北広島市総合計画（第6次）

北広島市教育理念

豊かな知性や心と　健やかな身体をもって

自然と創造の調和を図り、郷土を愛し、未来を切り拓く人を育む

ともに歩み

笑顔が輝くまち

学び合い

心を育む

まち

だれもが

安全に

暮らせるまち

住みよい環境に

かこまれた

まち

活力みなぎる

産業と交流の

まち

交流都市希望都市

基本目標

自然と創造の調和した豊かな都市

まちづくりのテーマ

めざす都市像

成長都市

□視点4　持続可能な社会づくりの担い手を育む教育の推進

つながり

成長するまち

(1)

福祉・健康

(2)

教育・文化

(3)

安全・安心

(4)

都市基盤・生活環境

(5)

産業・観光

(6)

市民・行政

□視点1　生涯にわたる学習環境の充実と活躍できる環境の整備

□視点2　誰もが社会の担い手となるための学びの環境の整備

□視点3　学校、家庭及び地域等が一体となった教育力の向上

9つの政策と26の施策を推進する4つの視点

政策４　結び合い、学び合う社会教育の推進

政策５　スポーツ活動の推進

政策６　芸術文化活動の振興

政策７　郷土愛を育む教育活動の推進
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３ 計画の概要 

  

（１） 計画の名称 

 

 この計画の名称は、「北広島市教育振興基本計画（2021－2030）」とします。 
 

（２）計画の法的位置づけ 

 

我が国では、平成 30 年（2018 年）6 月、教育の振興に関する施策の総合的

かつ計画的な推進を図るため、教育の振興に関する基本的な方針及び講ずべき

施策その他必要な事項について「教育振興基本計画」（以下、振興計画とい

う。）を定めたところです。 

 北広島市教育振興計画（2021－2030）は、本市がめざす教育の推進と、国の

振興計画を参酌した、教育基本法第17条第2項に規定する地方公共団体が策定

する教育振興のための施策に関する基本的な計画であるとともに、地方教育行

政の組織及び運営に関する法律第１条の３に定める「地方公共団体の教育、学

術及び文化の振興に関する総合的な施策の大綱」に代わる予定となるもので

す。 

＜関係図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北広島市 国 

教育基本法 

教育振興基本計画 

北広島市総合計画（第 6 次） 

北広島市教育振興基本計画（2021－2030） 

参酌 

総合計画における

教育分野を構成 

第 17 条第 1 項 

第 17 条第２項 

地方教育行政の組

織及び運営に関す

る法律第 1 条の 3 

北広島市スポーツ振興計画、北広島市子どもの読書活動推進計画、北広島市学校施設長寿命化計画、 

北広島市エコミュージアム構想、北広島市芸術文化振興プラン、北広島市図書館資料充実プラン、 

北広島市幼保小連携アクションプラン、学校教育の推進方針、社会教育の推進方針、小中一貫教育推

進基本方針 
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（３）計画の構成と期間 

 

北広島市教育振興基本計画（2021－2030）（以下、「教育振興基本計画」と

いう。）の構成は、総合計画（第6次）と整合性を図り、教育基本構想、教育基

本計画及び教育推進計画で構成します。 

 

 西暦（年度） 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 

和暦（年度） 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

 

 

 

 

 

 

 

＜教育振興基本計画＞ 

          

 

① 教育基本構想 ＜計画期間：10年間＞ 

   

教育理念の実現に向けて育みたい人間像やその育成のための教育の振興に関

する基本目標と目標実現のための政策を示すものです。 

 計画期間は、令和3年度（2021年度）から令和12年度（2030年度）までの10

年間とします。 

 

② 教育基本計画 ＜計画期間：前期5年間、後期5年間＞ 

 

教育基本構想に基づき、その実現に向けた政策・施策を体系的に示すもので

す。教育を取り巻く情勢や社会経済環境の変化などに応じて柔軟に見直しでき

る計画とします。 

前期5年間：令和3年度（2021年度）から令和7年度（2025年度）まで 

後期5年間：令和8年度（2026年度）から令和12年度（2030年度）まで 

教育基本構想 

教育基本計画 

教育推進計画

計画 

１０年間 

前期 5 年間 後期 5 年間 

3 年間 

3 年間 

3 年間（毎年度ローリング） 
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③ 教育推進計画 ＜計画期間：3年間＞ 

  

教育基本構想及び教育基本計画に基づき、基本目標の実現に向けた具体的な

事業を示すものです。 

計画期間は3年間とし、毎年施策の点検評価を行い、その推進状況を広く情

報提供するとともに、市の総合計画（第６次）における推進計画と整合性を図

りながら、社会状況の変化や時代の要請、国・道の動向を踏まえて、毎年度策

定します。 
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第２章 教育の動向 

 

１ 教育をめぐる現状 

 

国の第３期教育振興基本計画では、教育の普遍的な使命として、改正された

教育基本法に規定する教育の目的である「人格の完成」、「平和で民主的な国家

及び社会の形成者として必要な資質を備えた心身ともに健康な国民の育成」

と、教育の目標を達成すべく、「教育立国」の実現に向け更なる取組が必要と

しています。 

また、「超スマート時代（Society5.0）」の実現に向けた技術革新が進展する

なか「人生 100 年時代」を迎えようとしており、人工知能（AI）やビッグデー

タ5の活用などの技術革新が急速に進むなどの大転換社会の現状等を踏まえ、取

り組むべき課題として次の分野をあげています。 

 

（１）社会状況の変化 

 

①人口減少・高齢化の進展 

 

日本の人口は，平成20（2008）年をピークとして減少傾向にあり、2030 年

に掛けて20 代、30 代の若い世代が約２割減少するほか、65歳以上が我が国の

総人口の３割を超えるなど生産年齢人口の減少が加速することが予測されてお

り、経済協力開発機構（OECD）の予測では、生産年齢人口の割合がOECD加

盟国中最下位になるとされています。また、65歳以上の中でも、75歳以上が多

数を占め、現在よりも寿命がさらに延びていくとの指摘もあります。 

・18 歳人口が現在の約 120 万人から、2032 年には約 98 万人となり、さらに

2040 年には約 88 万人にまで減少 

・就業状況に関して、女性の出産後の継続就業は依然として課題 

・65 歳以上の雇用者が増加しており、60 歳定年企業における定年到達者の 8

割以上が継続雇用されている状況 
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②急速な技術革新 

 

2030年頃には、第４次産業革命とも言われる、IoTやビッグデータ、AI等を

はじめとする技術革新が一層進展し、社会や生活を大きく変えていく超スマー

ト社会（Society5.0）の到来が予想6されています。研究・開発・商品化から普

及までのスピードも加速化しているとの指摘もあり、次々に生み出される新し

い知識やアイデアが組織や国の競争力を大きく左右していくことが想定される

なかで、我が国は第４次産業革命への対応においてアメリカやドイツなどに遅

れを取っているとの指摘7もあり、取組の加速が大きな課題となっています。 

 ・技術革新の進展により、今後10年～20年後には日本の労働人口の相当規模

が技術的にはAIやロボット等により代替できるようになる可能性 

・これまでになかった仕事が新たに生まれ、労働市場の流動化の一層の進展 

 

③グローバル化の進展と国際的な地位の低下 

 

あらゆる場所でグローバル化は加速し、情報通信や交通分野での技術革新に

より、人間の生活圏も広がっています。また、世界の国々の相互影響と依存の

度合いは急速に高まっており、貧困や紛争、感染症や環境問題、エネルギー資

源問題など、地球規模の人類共通の課題が増大する中、我が国には、それらの

課題の解決に積極的に取り組むことが求められています。 

 ・世界のGDPに占める日本の割合が低下傾向にあり、2030年における日本

の占める割合はさらに低下する予測 

 ・社会のあらゆるつながりが国境を越えて活性化しており、人材の流動化な

どグローバル競争の激化が予想 

 

④子どもの貧困など社会経済的な課題 

 

子どもの貧困は，相対的貧困率について改善が見られるものの、引き続き大

きな課題です。専門学校等も含めた高等教育機関全体への進学率は約８割とな

っている中で、家庭の社会経済的背景（家庭の所得，保護者の学歴など）と子

9



どもの学力や４年制大学への進学率には相関関係が見られることを指摘する研

究が存在しています。 

・学歴等による生涯賃金の差8 

 

⑤地域間格差など地域の課題 

 

人口移動の面では、東京一極集中の傾向が加速し、全人口の４分の１以上が

東京圏に集中する中で、民間機関による地方公共団体の「消滅可能性」に関す

る分析結果9が発表され、多くの地方公共団体や地方関係者に強い衝撃を与えま

した。 

 ・各地の災害に対して学校施設の復旧や就学支援、児童生徒の心のケア、学

習支援、復興を支える人材の育成や地域の再生 

 

（２）教育をめぐる状況変化 

 

①子ども・若者をめぐる課題 

 

 ・社会状況の変化等による幼児の生活体験の不足等から、基本的な技能等が

十分に身についていないという課題 

 ・学ぶことと自分の人生や社会とのつながりを実感しながら、自らの能力を

引き出し、学習したことを活用して、生活や社会の中で出会う課題の解決に

主体的に生かしていくという面に課題10 

 ・読解力が有意に低下11、将来の夢や目標をもつ児童生徒の割合が横ばい12 

 ・子どもたちの自己肯定感が諸外国と比べて低い13 

 ・授業においてコンピュータを使っている生徒の割合がOECD加盟国で最も

低い水準 

 ・自然の中での豊かな体験や、文化芸術を体験して感性を豊かにしたりする

機会、運動する子どもとそうでない子どもの二極化傾向 

 ・暴力行為の発生件数、不登校児童生徒数が依然として相当数、いじめによ

る重大な被害 
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 ・発達障がいを含めた障がいのある子ども一人一人の状態や発達の段階に応

じた指導や支援のさらなる充実、外国籍等の子どもへの対応 

 

②地域コミュニティの弱体化 

 

・地域の人々の間の付き合いが疎遠になるなど，地域コミュニティの弱体化

が指摘されており，高齢者や困難を抱えた親子などが地域で孤立するという

深刻な状況 

 

③家庭の状況変化 

 

・家庭教育は全ての教育の出発点であることを踏まえ、身近に相談できる相

手がいないといった家庭教育を行う上での課題 

 

④教師の負担 

 

 ・学校に求められる役割が増大し、教師に負担 

 ・OECD調査では、中学校教師の授業時間は調査参加国の平均を下回ってい

る一方、勤務時間は上回っている結果 

 

（３）持続可能な開発目標（SDGs）の採択 

   

持続可能な開発目標（SDGs）とは、2015年9月の国連サミットで採択され

た「持続可能な開発のための2030アジェンダ」に記載された2030年までに持

続可能でより良い世界をめざす国際目標です。地球上の「誰一人取り残さな

い」ことを誓っており、我が国としても積極的に取り組んでいます。 

  我が国のSDGsモデルでは、３つの柱14を中核として展開を加速していくこ

ととしており、そのうちの一つとして、「人づくり」を中核とした持続可能

な開発のための教育（ESD）などを推進することとしています。 
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２ 国及び北海道における教育目標・教育政策の動向 

 

（１）教育基本法 

 

我が国では、日本国憲法の精神にのっとり、日本の未来を切り拓く教育の基

本を確立しその振興を図るため、教育基本法を制定しています。 

教育基本法では、次のとおり教育の目的、教育の目標を掲げています。 

 

（教育の目的） 

第１条 教育は、人格の完成を目指し、平和で民主的な国家及び社会の形成者と

して必要な資質を備えた心身ともに健康な国民の育成を期して行われなければ

ならない。 

（教育の目標） 

第２条 教育は、その目的を実現するため、学問の自由を尊重しつつ、次に掲げ

る目標を達成するよう行われるものとする。 

(1) 幅広い知識と教養を身に付け、真理を求める態度を養い、豊かな情操と道

徳心を培うとともに、健やかな身体を養うこと。 

(2) 個人の価値を尊重して、その能力を伸ばし、創造性を培い、自主及び自律

の精神を養うとともに、職業及び生活との関連を重視し、勤労を重んずる態

度を養うこと。 

(3) 正義と責任、男女の平等、自他の敬愛と協力を重んずるとともに、公共の

精神に基づき、主体的に社会の形成に参画し、その発展に寄与する態度を養

うこと。 

(4) 生命を尊び、自然を大切にし、環境の保全に寄与する態度を養うこと。 

(5) 伝統と文化を尊重し、それらをはぐくんできた我が国と郷土を愛するとと

もに、他国を尊重し、国際社会の平和と発展に寄与する態度を養うこと。 
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（２）第3期教育振興基本計画 （2018年度～2022年度） 

 

我が国では、第 2 期計画の「自立」「協働」「創造」の方向性を継承しなが

ら、2030 年以降の社会を展望して教育政策を次のとおり重点化しています。 

 

 ≪個人と社会のめざすべき姿≫ 

（個人） 自立した人間として、主体的に判断し、多様な人々と協働しながら

新たな価値を創造する人材の育成 

（社会） 一人一人が活躍し、豊かで安心して暮らせる社会の実現、社会（地

域・国・世界）の持続的な成長・発展 

 

≪教育政策の重点事項≫ 

○「超スマート社会（Society5.0）」の実現に向けた技術革新が進展するなか

「人生100年時代」を豊かに生きていくためには、「人づくり革命」「生

産性革命」の一環として、若年期の教育、生涯にわたる学習や能力向上が

必要 

○教育を通じて生涯にわたる一人一人の「可能性」と「チャンス」を最大化

することを今後の教育政策の中心に据えて取り組む 

 

 

≪今後の教育政策に関する基本的な方針≫ 

１ 夢と志を持ち、可能性に挑戦するために必要となる力を育成する 

２ 社会の持続的な発展を牽引するための多様な力を育成する 

３ 生涯学び、活躍できる環境を整える 

４ 誰もが社会の担い手となるための学びのセーフティネットを構築する 

５ 教育政策推進のための基盤を整備する 
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（３）北海道総合教育大綱  

 

 北海道では、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第１条の３第１項の

規定に基づき定めることとされている「北海道の教育、学術及び文化の振興に

関する総合的な施策」について、その目標（めざす姿）や施策の根本となる方

針として、「北海道総合教育大綱」を策定しています。 

 この北海道総合教育大綱は、北海道総合計画における教育、学術及び文化等

に関する部分を基本として策定したものであり、北海道教育委員会では、この

大綱の示す理念や方向性を踏まえ「北海道教育推進計画」を策定しています。 

≪求められる人間像≫ 

●夢や課題に、新たな発想で挑戦する人 

●ふるさとを愛し、グローバルな視点で地域の発展のために行動する人 

●互いの個性や文化の違いを尊重し、ともに力を合わせる人 

 

（４）北海道教育推進計画（2018 年度～2022 年度） 

 

平成20年度から平成29年度までを計画期間とする北海道教育推進計画（第四

次北海道教育長期総合計画）では、「自立」と「共生」の２つの視点を柱とす

る基本理念を掲げ、教育施策を総合的かつ計画的に進めてきました。 

北海道においては、平成30年度以降もこの理念を継承し、「自立」と「共

生」を基本理念の柱として、グローバル化の進展や全国を上回るスピードで進

む人口減少などの社会情勢の変化や様々な教育課題を踏まえ、北海道の将来を

担う子どもたちが、夢と希望にあふれ健やかに成長できるよう、これからの北

海道がめざす教育の基本理念を次のとおり掲げています。 

 

≪基本理念≫ 

●自立 自然豊かな北の大地で、世界を見つめ、自立の精神にあふれ、自らの

夢に挑戦し、実現していく人を育む 

●共生 ふるさとへの誇りと愛着を持ち、これからの社会に貢献し、共に支え

合う人を育む 
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第３章 教育基本構想 

 

１ 北広島市の教育理念 

 

北広島市の教育理念 

 

豊かな知性や心と 健やかな身体をもって 

自然と創造の調和を図り、郷土を愛し、未来を切り拓く人を育む 

 

   昭和 44 年 8 月制定 昭和 60 年 3 月改訂 令和 3 年 3 月改訂 

 

≪教育理念の考え方≫ 

 

 本市では、昭和 45 年度(1970 年度）に広島町総合開発計画を策定して以来、

「自然と創造の調和した豊かな都市」をまちづくりのテーマに掲げ、自然に囲

まれた美しいまちなみの中に、市民が住みよさを実感しながら、いきいきと活

動するまちをめざしてきました。 

 本市の教育理念では、本市のまちづくりにふさわしい「人づくり」に重点を

置き、市民一人一人が、その能力や体力などに応じて、自己の教養や人格を磨

き、運動やスポーツ、文化に親しむことなどを通して健康で豊かな人生を送る

ことができるとともに、北広島で生まれ育つ喜びや暮らし続けたいという思い

を抱きながら、これから訪れるであろう大きな社会の変化や未知の困難に対し

て、自己の夢や目標を持ち、他者の個性を尊重しながら支え合い、共生社会の

実現など、この先のより良い社会の創造に向け、未来を切り拓いていく力を育

み、北広島はもとより、国内外で活躍する人を育むことを教育理念とし、この

教育理念を市民と共有して取り組んでいきます。 
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２ 北広島市のめざす人間像 

 

 本市では、市総合計画（第 6 次）においてめざす都市像を「希望都市」「交

流都市」「成長都市」として、次のとおり設定しています。 

希望都市 

だれもが希望を持って、輝けるまち 

子どもからお年寄りまで多世代の方々が趣味、仕事、家族、友人な

どそれぞれの楽しみや喜びを持った生活を営み、すべての市民が希望

を持ち、人が輝くまちをめざします。 

交流都市 

多様な交流が生まれ、にぎわいと活力にあふれるまち 

観光、産業、スポーツ、芸術文化などあらゆる分野において、国内

外を問わず、多くの人々が行き交い、市民との多様な交流を創出する

ことにより、にぎわいと活力にあふれるまちをめざします。 

成長都市 

未来に向かって、着実に成長するまち 

緑豊かな充実した生活環境を維持・向上させるとともに、本市の歴

史や様々な魅力に市民が誇りと愛着を持てるまちづくりを実践し、未

来に向かって、着実に成長するまちをめざします。 

 

 本市には、このまちにゆかりのある先人たちの精神や行動の中に、この 3 つ

の都市像をよく表す先達の存在を実感できるというかけがえのない「つよみ」

があります。 

 このことから、本市がめざす人間像は、先人たちの精神や行動に学びなが

ら、新しい時代を切り拓く力を育むことを目標とし次のとおり設定します。 

 

 

めざす人間像 

希望を懐
いだ

く人 交流に励む人 成長に挑む人 

   令和 3年 3月制定 
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・希望を懐く人 

 本市がめざす「希望都市」は、情熱・使命感・専門性を有した「希望を懐く

人」が育てます。 

市内島松沢で「青年よ 大志をいだけ」の名言を残したW.S. クラーク博士

は、情熱・使命感・専門性を有した「希望を懐（いだ）く人」であり、彼が伝

えた溢れる情熱、使命感、高い専門性は青年たちの心に、自らの能力を高め、

互いに切磋琢磨
せ っ さ た く ま

する気質を培わせ、新たな時代へ飛躍を遂げさせました。彼が

持っていた人の心を動かす人間力は、北広島がめざす「希望」のまちづくり・

人づくりには不可欠であり、現代においても「大志を懐く」「博愛」の精神は

貴重となります。 

※懐く
いだく

～市内島松沢にあるクラーク記念碑（昭和25年（1950年）建立）には、北海道大学5代目総長伊 

  藤誠哉の書で「青年よ、大志を懐け」と刻まれています。この「懐」という文字に対するこだ 

わりには、島松沢でクラーク博士の発した言葉を日本語に訳し書きとめた一期生・大島正健の 

「考え・感情を抱くこと」という思いが込められています。 

 

・交流に励む人 

 本市がめざす「交流都市」は、調和・協調・刻苦勉励の「交流に励む人」が

育てます。 

道路の整備、田畑の開墾、学校や役場の建設など、開拓期のまちづくりに奔

走し、村長など多くの役職を歴任し、たゆまぬ努力でまちと人をリードした和

田郁次郎は、調和・協調・刻苦勉励を象徴する「交流に励む人」であり、彼が

持っていた広島県人25 戸の同胞のリーダーとしての協調の精神や努力は、北

広島のめざす「交流」のまちづくり・人づくりには不可欠であり、現代におい

ても「協調」「刻苦勉励」の精神は貴重となります。 

 

・成長に挑む人 

 本市がめざす「成長都市」は、自律・意識改革の「成長に挑む人」が育てま 

す。 

市内島松沢に入植し、「赤毛種」という種もみを使い、当時道南以北では不

可能と言われていた稲作を成功させ、「寒地稲作の祖」となった中山久蔵は、

自律・意識改革・行動の「成長に挑む人」です。彼の改革に挑み続ける人間力

が、北広島がめざす「成長」のまちづくり・人づくりには不可欠であり、現代

においても「チャレンジ精神」「自己改革」の精神は貴重となります。 
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３ 北広島市教育ビジョン 

  

今までの教育基本計画では、2011 年度から 2020 年度における教育施策のテ

ーマを「大志をいだき学ぶまち・きたひろしま」として、これまでの学校教育

と社会教育の両輪による推進体制からさらに踏み込み、社会の変化により柔軟

に対応し、北広島の特性を生かした教育施策が展開できるよう、学校教育と社

会教育が互いに乗り入れ結び合う、新しい推進体制を構築していくこととし、

ライフステージにあった学習環境を整備する「縦軸」と、地域における人材や

関係機関・団体などの持続的な連携協力を広める「横軸」の取組を密接に結び

合わせ、それぞれの関係性を強めてきました。 

 教育振興基本計画では、これまでの「縦軸」と「横軸」の取り組みをさらに

深め、高度化するＩＣＴ社会等に対応できる力の育成など、これからの社会の

大きな変化に対応できる力を育むため、学校・家庭・地域が相互に支え合い、

社会総掛かりで、他者の個性を尊重しながら学び合う体制を構築するととも

に、教育を通じて生涯にわたる一人一人の「可能性」と「チャンス」を最大化

にすることを 2021 年度から 2030 年度における 10 年間の重点事項とし、それ

を簡潔に表現することとして、次のとおり北広島市教育ビジョン及びテーマを

設定します。 

 

 

北広島市教育ビジョン 

生涯にわたる学び合いをとおして、誰もが活躍できる社会の実現    

 

 

テーマ 

大志をいだき未来を切り拓くまち・きたひろしま 
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北広島市教育ビジョン・テーマを進める上での視点について 

  

教育振興基本計画における北広島市教育ビジョン、テーマ及び政策・施策を

推進する視点については、これまでの教育基本計画を踏まえ、第 3 期教育振興

基本計画を参酌するとともに、改訂された学習指導要領、今日課題とされてい

る事項、これから訪れると思われる新しい社会を予想し、様々な未知の困難に

対して、障がいの有無等にかかわらず、支え合って未来を切り拓いていく資

質・能力を生涯にわたって学び、学んだことを活用できる社会の実現をめざ

し、次の視点で進めることとします。 

 

 

 

□視点１ 生涯にわたって学び合う学習環境の充実と活躍できる環境の整備 

    いつでも、どこでも、だれでも、何度でも学習することができる学び

合いの学習環境を整備するとともに、学習したことを活用できる環境を

整備する視点 

 

 □視点２ 誰もが社会の担い手となるための学びの環境の整備 

    障がいの有無や、日本語指導の必要性、不登校、家庭環境などにかか

わらず、多様な観点のニーズに対応した学習機会の提供を図り、互いの

個性や違いを尊重しながら一人一人の可能性を最大化する視点 

 

 □視点３ 学校、家庭及び地域等が一体となった教育力の向上 

学校、家庭、地域住民、企業や行政等が、それぞれの役割と責任を自

覚し、相互が補完し合うなどの連携協力・協働により、地域の教育力の

向上を図り新たな地域づくりを進めていく視点 

 

 □視点４ 持続可能な社会づくりの担い手を育む教育の推進 

    世界における環境、貧困、人権、平和、開発などの様々な現代社会の

課題を自らの問題として捉え、それらの課題の解決につながる新たな価

値観や行動を生み出し、それによって持続可能な社会を創造する視点 
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第４章 教育基本計画  

～学びあい心を育てる 9 つの政策と 26 の施策～ 

北広島市教育ビジョン 生涯にわたる学び合いをとおして、誰もが活躍できる社会の実現

テーマ 「大志をいだき未来を切り拓くまち・きたひろしま」

9つの政策 26の施策

1　義務教育9年間の学びを支える教育活動の展開

2　豊かな心を育む教育の充実

3　確かな学力を育てる教育の充実

4　健やかな体を育てる教育の充実

5　特別支援教育の充実

6　社会の変化や課題に対応した教育の推進

7　地域とともにある学校づくりの推進

8　9年間の学びを支える教育環境の整備

9　学校ＩＣＴ環境の整備

10　幼児教育・家庭の教育力向上への支援

11　教育相談体制の充実

12　地域が支える健全育成活動の充実

13　人を育む社会教育の充実

14　学び合う生涯学習機会の充実

15　学びと活動・活躍の循環

16　健康で生きがいのあるスポーツ活動の推進

17　競技スポーツへの支援

18　スポーツライフの充実と環境整備

19　だれもが参加できる地域文化の振興

20　創造と交流を生む文化芸術活動の展開

21　エコミュージアム構想の推進

22　文化財の保存と活用

23　図書館サービスの充実

24　地域まるごと読書活動支援の充実

25　教育委員会の運営

26　確かな教育環境の確立

政策1

「生きる力」を育む学校教育の推進

政策2

信頼され、魅力ある学校づくりの推進

政策3

やさしく支え合う教育連携の推進

政策4

結び合い、学び合う社会教育の推進

政策8

生涯にわたる読書活動の推進

政策9

開かれた教育行政の推進、確かな教育行政の運営

政策5

スポーツ活動の推進

政策6

芸術文化活動の振興

政策7

郷土愛を育む教育活動の推進
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政策１ 「生きる力」を育む学校教育の推進 

 

現 況 と 課 題 

社会が急激に変化する中で、子どもが豊かな創造性を備えた持続可能な社会の創り手

として、変化を前向きに受け止め、予測不可能な未来社会を自立的に生きるための資質・

能力を身に付けられるよう育成することが求められています。 

 

児童生徒が社会の変化に主体的に対応できるようにするため、確かな学力を身に付け、

自ら学び、自ら考える力を育むことが求められています。あわせて、児童生徒一人一人

の社会性や職業観・勤労観を育み、自分らしい生き方を実現していく「キャリア教育」

の充実が求められています。 

 

健やかな体を育む基礎となる学校体育・学校保健の充実とともに、体力の源である食

の正しい知識と望ましい食習慣の確立が求められています。 

 

学習意欲の向上や責任感の醸成等を図る上で、部活動などの生徒の自主的・自発的な

活動を推進することが必要となっています。 

 

子どもが主体的に道徳性を養っていくために、特別の教科「道徳」の授業では、子ど

もの実態に合った学習指導過程や学習方法を工夫改善しながら「考え、議論する道徳」

の授業へと質的転換を図っていくことが求められています。 

 

学習意欲の向上や責任感の醸成等を図る上で、部活動などの生徒の自主的・自発的な

活動を推進することが必要となっています。 

 

SDGｓの担い手としてのエンパワーメント15を育むため、世界の環境、貧困、人権、平

和、開発といった様々な現代社会の課題を自らの問題として捉え、身近なことから取り組

むことにより、それらの課題の解決につながる新たな価値観や行動を生み出し持続可能

な社会を創造していくことをめざす ESD（持続可能な開発のための教育）が求められて

います。 

 

姉妹都市・広島県東広島市との交流を通して、お互いの歴史や文化の理解とふるさと

意識の醸成が求められています。 

 

国においては、外国語教育の小学校中学年での導入や高学年での教科化等を内容とす

る学習指導要領の着実な実施を促進するため、外国語教育の強化を掲げています。 
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基 本 的 方 向 

■義務教育 9 年間で児童生徒の学びを支える小中一貫教育を推進します。 

■豊かな心を育むため、自分の大切さとともに、他者の大切さを認めるなど、子ども

の豊かな人間性と多様な能力を育む教育を推進します。 

■基礎的・基本的な知識や技能、課題を解決するための思考力・判断力・表現力や主

体的な学習態度を育成し、目標の実現や課題の解決を図ることができる確かな学力

を育てる教育を充実します。 

■体力、運動能力の向上を図るとともに、体力の源である食の正しい知識や望ましい

食習慣の確立など健やかな体を育てる教育を充実します。 

■一人一人の教育的ニーズに応じた、きめ細かな指導や支援の充実を図ります。 

■国際理解、情報、環境、福祉、人権、平和、キャリア発達などの様々な課題に対し

て主体的に解決へ向けて取り組もうとする態度・能力の育成など、社会の変化や課

題に対応できる力を育む教育を充実します。 

■環境、平和や人権等のＥＳＤ（持続可能な開発のための教育）の対象となる様々 

な課題への取組をベースにしつつ、今日的な課題に対して主体的に解決へ向けて取

り組もうとする人格の発達やキャリア発達、自律心、判断力、責任感などの人間性

を育むとともに、他人との関係性、社会との関係性、自然環境との関係性を認識

し、「関わり」「つながり」を尊重できる個人を育む教育を充実します。 

■姉妹都市広島県東広島市との交流を通して、お互いの歴史や文化を理解し、ふるさ

と意識の醸成を推進します。 

■国際化社会に対応した外国語教育の充実を図ります。 

 

 

 

1 義務教育 9 年間の学びを支える教育活動の展開                

●義務教育 9 年間の学びを支える小中一貫教育を推進するとともに、学校の課題に対

応した教育体制の確保を図ります。 

 

2 豊かな心を育む教育の充実                         

●豊かな情操や規範意識、自他の生命の尊重、自己肯定感、他者への思いやりの心な

ど、豊かな心を育む教育を推進します。 

●学校図書館を活用し、児童生徒の豊かな感性や想像力を育む読書活動を推進します。 

 

3 確かな学力を育てる教育の充実                        

●学ぶ楽しさや知る喜びを実感できるよう、体験的、探究的な学びを推進します。 

施 策 
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4 健やかな体を育てる教育の充実                       

●「全国体力・運動能力、運動週間等調査」の結果等を活用し、子どもの体力・運動

能力の向上を図ります。 

●食育により「食べる力」を身に付けるため、家庭や学校、地域と連携し、生涯にわ

たり実践し育み続けるための「食育の環
わ

」の形成を図ります。 

●安全で安心な給食を提供するため、小学校給食調理場の機能を持つ施設及び中学校

給食調理場設備の計画的な整備を図ります。 

 

5 特別支援教育の充実                             

●特別な支援を必要とする児童生徒に対応するため、一人一人の教育的ニーズに応じ

た指導を推進します。 

 

6 社会の変化や課題に対応した教育の推進                    

●単に知識の伝達にとどまらず、体験、体感を重視して、探求や実践を重視する参加型

アプローチ等により、児童生徒の持続可能な開発に関する価値観、体系的な思考力、

代替案の思考力、データや情報の分析能力、コミュニケーション能力、リーダーシッ

プの向上などを育む教育を推進します。 

●姉妹都市東広島市との交流を通して児童生徒のふるさと意識の醸成を図るととも

に、キャリア教育、防災教育や消費者教育等を推進します。 

●外国語指導助手(ＡＬＴ)の活用等や、英語検定等を受験する児童生徒を支援するこ

と等により、国際化社会に対応した外国語教育を推進します。 

●プロスポーツチーム等と連携した特色ある教育を推進するとともに、ボールパーク

内の施設や機能を活用した教育の取組について検討します。 

 

 

成果指標 現状値 目標値 

「小中学校における教育内容の充実」の満足度 

(市民意識調査) 
59.2％(Ｈ30 年度) 70.0％ 
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政策２ 信頼され、魅力ある学校づくりの推進 

 

現 況 と 課 題 

学校が保護者や地域から信頼され、期待に応える教育を実現するためには、子どもを

中心に据え、地域の意見や要望を生かした学校経営を進める必要があります。また、学

校からも適時適切な情報提供を行い、地域の方々の教育活動への参加や学校にある資源

を地域へ提供するなど、学校、家庭、地域が協働して「社会総掛かり」での教育を進め

る、「地域とともにある学校」づくりが求められています。 

 

学校支援地域本部16から地域学校協働活動17への移行については、各種団体との関連

性も含めた対応が必要となります。 

 

家庭や地域の教育的ニーズにも対応した教育活動を推進するとともに、学校関係者評

価による学校評価の結果や、教育活動の成果を保護者や地域へ周知する広報活動等を充

実する必要があります。 

 

教職員が子どもの指導に専念し、子どもたちが心身ともに健やかに成長できるよう、

学校の組織運営体制の充実や教職員が担うべき業務の見直しなど、学校における働き方

改革の推進が求められています。 

 

家庭の経済状況に関わらず、学びに対して意欲的な児童生徒が質の高い教育を受けら

れるよう、経済的な負担の軽減を図る必要があります。 

 

教育施設の老朽化が進む一方で、ＩＣＴ18等の急速な技術革新が進んでいます。 

児童生徒の実態に対応し、安全・安心で魅力ある施設の整備とＩＣＴ機器等の設備を

整備し、学びの質の向上や校務の効率化を進めるとともに、児童生徒がより良い教育環

境や適正な集団規模の中で学ぶことができるよう検討する必要があります。 

 

基 本 的 方 向 

■学校の教育活動や運営についてのマネジメント・サイクルに基づいた継続的な評価

や評価結果の公表、保護者や地域住民との双方向の協力、学校関係者や学校運営協

議会（コミュニティ・スクール19）からの意見や評価の活用などを通して、「地域と

ともにある学校」づくりを推進します。 

■コミュニティ・スクールや地域学校協働活動など、学校、家庭、地域が連携・協働

し、子どもの学びを支える取組の充実を図ります。 
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■学校における働き方改革を推進し、教職員が本来担うべき業務に専念できる体制の

確保を図ります。 

■経済的な理由により就学が困難な児童生徒の保護者に対し、必要な援助を行うこと

によって、児童生徒の教育を受ける機会の確保に努めます。 

■児童生徒の確かな学びを保障するため、より良い教育環境や適正な集団規模の中で

学ぶことができるよう検討します。 

■質の高い学びを支える環境づくりや安心して学ぶことができる学校づくり、新しい

教育手法による魅力ある教育活動等、社会の変化や実態に合った教育環境を整備し

ます。 

 

 

 

7 地域とともにある学校づくりの推進                     

●家庭や地域の教育的ニーズを把握するとともに、学校関係者やコミュニティ・スク

ールからの学校に対する評価等や意見、教育活動の成果について保護者等へ広く周

知します。 

●学校、家庭、地域が連携・協働して児童生徒の学びを支えるコミュニティ・スクー

ルや地域学校協働活動などの充実を図ります。 

 

8 教育環境の整備                              

●学校における働き方改革を推進するため、「北広島市立学校における働き方改革推進

計画」に基づく取組を効果的に推進するとともに、専門スタッフの配置や校務支援

システム20の活用等、教職員が本来担うべき業務に専念できる体制の確保を図りま

す。 

●学用品費、通学用品費、体育実技用具費等の、小中学校の就学に必要な費用の援助

や、奨学金等の支給により高等学校等への就学を支援します。 

●学校施設長寿命化計画等を踏まえ、学校施設・設備の計画的かつ効率的な整備や改

修を進めるとともに、児童生徒がより良い教育環境や適正な集団規模の中で学ぶこ

とができるよう様々な角度から検討を進めます。 

 

9 学校ＩＣＴ環境の整備                           

●学びの質の向上と校務の効率化を図るため、学校ＩＣＴ機器や環境の整備を安定的

かつ計画的に進めます。 

 

 

 

施 策 
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成果指標 現状値 目標値 

「豊かな学校生活を支える施設・設備の充実」の満足度 

(市民意識調査) 

58.4％ 

(Ｈ30 年度) 
70.0％ 

「家庭、学校、地域が連携した教育体制の構築」の満足度 

(市民意識調査) 

59.9％ 

(Ｈ30 年度) 
70.0％ 

市立学校のコミュニティ・スクール導入中学校区数 
1 中学校区 

(R 元年度) 

全中学校区 

(分校を除く。) 
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政策３ やさしく支え合う教育連携の推進 

 

現 況 と 課 題 

家庭を取り巻く環境が著しく変化している中、幼児の心身の調和がとれた発達を促し、

人格形成の基礎を培う幼児教育と小学校教育をスムーズにつなげていくことが求めら

れています。 

 

青少年の健全育成を図る上で、家庭教育は、子どもが基本的な生活習慣・生活能力、

豊かな情操、他人に対する思いやりや善悪の判断などの基本的倫理観、自立心や自制心、

社会的なマナーなどを身に付ける上で重要な役割を果たすものです。しかしながら、少

子化や地域コミュニティの希薄化など、家庭を取り巻く社会状況の変化の中で、家庭の

教育力の低下が指摘されています。 

 

市立学校には、心の教室相談員を配置して、児童生徒の悩み事などの相談に対応して

いますが、より複雑化した事案への対応が必要となっています。 

 

不登校児童生徒への対応については、相談・指導・訪問体制を充実していく必要があ

り、関係機関との連携を強化して取り組んでいく必要があります。 

 

インターネット上で、新しい形のいじめや犯罪被害に巻き込まれるなどのトラブルが

全国的に多発しています。このことから、「いじめ防止基本方針」に基づく対策を効果

的に推進していくとともに、子どもに児童生徒への情報モラル向上の指導や保護者への

啓発を更に進めていく必要があります。 

 

登下校時に子どもが犯罪の被害に遭う事案が全国的に社会問題化しており、地域で子

どもを守り育てる活動や機運の醸成を図る必要があります。 

 

放課後の児童の安全・安心な居場所の一つとして「放課後子供教室21」を充実する必

要がありますが、これに携わる支援者の確保等が課題となっています。 

 

基 本 的 方 向 

■「生きる力」の基礎や生涯にわたる人格形成の基礎を培う小学校就学前から、小学

校教育への円滑な接続を充実させます。 

■基本的な生活習慣や自立心の育成など、関係機関と連携し、家庭教育への支援を進

27



めます。 

■いじめの未然防止や早期発見・早期対応、不登校児童生徒への支援を図るため、関

係機関との連携強化と専門的知識を有する人材の活用を進めます。 

■青少年を健やかに育む安全・安心な育成環境を確保するため、家庭、学校、地域と

の連携を強化し、主体的な健全育成活動を支援します。 

■登下校時における事件・事故から子どもを守るため、保護者や地域住民、警察等の

関係機関と連携した安全確保対策を推進します。 

■児童が放課後を安全・安心に過ごし、多様な体験や活動ができるよう活動拠点とし

て「放課後子供教室」の充実を図ります。 

 

 

 

10 幼児教育・家庭の教育力向上への支援の充実                      

●小学校就学前から小学校教育への、円滑な接続に向け、幼稚園・保育所・認定こど

も園、家庭等と連携した取組を推進します。 

●家庭の教育力向上のため、関係する団体等と連携し、家庭教育支援に関する実践活

動・交流活動を行うとともに、家庭教育に関する実践・啓発活動を推進します。 

●北広島市ＰＴＡ連合会を支援します。 

 

11 教育相談体制の充実                            

●子どもサポートセンター22相談員やスクールカウンセラー等の人材を活用し、いじ

めや不登校の未然防止と早期発見、早期対応の取組を推進します。 

 

12 地域が支える健全育成活動の充実                      

●家庭、学校、地域との連携を強化するとともに、地域の教育力の向上や各地区の健

全育成活動を支援します。 

●「子ども 110 番の家23」の取組等、家庭や学校、地域に支えられたボランティア活

動を支援します。 

●「放課後子供教室」に関わる人材の確保等に向けた体制の整備を推進します。 

 

 

成果指標 現状値 目標値 

「子どもを健全に育成するための環境の充実」の

満足度（市民意識調査） 
68.3％（Ｈ30 年度） 70.0％ 

 

 

施 策 
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政策４ 結び合い、学び合う社会教育の推進 

 

現 況 と 課 題 

「人生 100 年時代」、「超スマート社会(Society5.0)」に向けて社会が大きな転換期を

迎える中、より豊かに生きていく上で生涯学習の重要性は一層高まっています。 

 

市民一人一人が生涯を通して学ぶことができる環境の整備、多様な学習機会の提供、

学習した成果が適切に評価され、それを生かして様々な分野で活動できるようにするた

めの仕組みづくりなど、生涯学習社会の実現が求められています。 

 

全ての市民が、地域において世代を超えて互いに学び合い、教え合う相互学習を通じ

て、コミュニティ形成に向けた学習活動に対する支援が求められています。 

 

市民の様々な学習意欲を満たすため、学習ニーズを的確に把握し、意欲的・主体的に

学習活動ができるよう、必要な情報の適切な提供に努める必要があります。また、現代

的で社会的な課題に対応した学習機会や、市民個々のライフステージに応じた学習機会

の充実を図るとともに、学習プログラムを工夫していく必要があります。 

 

市民による国際交流団体の活動やホームステイの受入れなどが行われており、市民生

活の場における国際化が着実に進行しています。国際化が進展する中で、地域や個人レ

ベルでの国際理解と国際交流を更に促進していく必要があります。 

 

生涯を通じて自らの人生を設計し、活躍することができるよう、必要な知識・技能の

習得、知的・人的ネットワークの構築や健康の保持・増進に資する生涯学習を推進し、

学びと活動・活躍の循環を形成していく必要があります。 

 

基 本 的 方 向 

■市民が学び合い、教え合う相互学習を通じ、コミュニティ形成に向けた学習活動や

体制づくりに努めるとともに、社会教育関係団体や市民の個性ある活動を継続する

ため、社会教育の充実を図ります。 

■生涯における学びや現代的で社会的な課題に対応した学習、ライフステージに応じ

た学習など、生涯学習機会の充実や、市民の主体的な学習活動に対する支援を図り

ます。 
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■生涯学習・社会教育を効果的に進めるため、人づくりをはじめ、学びと活動・活躍

の循環の形成を図ります。 

 

 

 

13 人を育む社会教育の充実                          

●学びを通したコミュニティづくりを推進するため、市民による相互学習の活動を支

援します。 

●地域課題の解決や地域社会の維持・向上や持続的な発展に向けた市民の主体的な学

習活動を支援し、市民と行政との協働による活動を推進します。 

 

14 学び合う生涯学習機会の充実                        

●市民やサークル団体の生涯学習の成果を生かす機会の創出を図り、市民の生涯学習

に対する理解と関心を深める取組を推進します。 

●市民個々のライフステージに応じた学習ニーズを把握し、多様で豊かな学習機会の

提供を推進します。 

●国際感覚豊かな人材を育成するため、国際交流協議会24との連携により国際交流の

推進と国際理解を深める各種機会の提供を図ります。 

●市民レベルでの交流が続いているカナダ・サスカツーン市との交流を推進します。 

 

15 学びと活動・活躍の循環                           

●市民の学びを支える利用しやすい中央公民館の効果的な運営を進めます。 

●レクリエーションの森の適切な維持管理を行うとともに、有効な活用方法や施設の

整備について検討します。 

●社会教育関係団体等が実施する学びに関する情報の発信を通し、学びの循環を図り

ます。 

●生涯学習に関わる団体相互の交流や地域間での交流を促進することにより、人と地

域と団体がそれぞれのよさをいかして相互に結び合う、学びのネットワークづくり

の構築に向けた取組を推進します。 

 

成果指標 現状値 目標値 

「自然や地域、社会など様々な体験機会の充実」の満足度 

(市民意識調査) 

63.8％ 

(Ｈ30 年度) 
70.0％ 

「生涯学習活動の機会の充実」の満足度 

(市民意識調査) 

63.3％ 

(Ｈ30 年度) 
70.0％ 

 

施 策 
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政策５ スポーツ活動の推進 

  

現 況 と 課 題 

市民だれもが、健康で生きがいのある生活を築くため、それぞれの体力や年齢、技術、

興味、目的に応じて、いつでも、どこでも、いつまでもスポーツに親しむことができる

生涯スポーツ社会の実現が求められています。 

 

「人生 100 年時代」による健康志向の高まり等、ライフスタイルの変化に伴いスポー

ツが多様化し、市民ニーズや利用者層の変化に応じた健康・体力づくり機会の拡充、ア

ダプテッド・スポーツ25、多世代交流型スポーツの視点が求められています。 

 

若年層のスポーツ機会の減少等の課題を解決し、健康意識の高い市民ニーズの把握に

努め、市民がスポーツ・レクリエーションに親しむことができる機会を広く提供し、各

種スポーツ教室の開催やスポーツ施設の充実、学校体育施設の開放などに取り組む必要

があります。 

 

「北広島市スポーツ振興計画」の策定により、スポーツ施策の総合的なマネジメント

を図る必要があります。また、プロスポーツチーム等との連携・協力を通し、専門性や

知見、ブランド力を活かし、スポーツをより身近なものにしていくスポーツ振興を図る

ための取組が必要となります。 

 

基 本 的 方 向 

■市民だれもが、生涯にわたりスポーツ・レクリエーション活動に親しむことができ

るよう、生涯スポーツ活動をはじめ、児童生徒・障がいのある方のスポーツ・レク

リエーション活動の支援を推進します。 

■競技スポーツを振興するため、スポーツ選手の育成や支援に努めるとともに、全道

大会や全国大会への出場など、大きな目標をもった青少年の夢と希望を実現するス

ポーツの振興を図ります。 

■多様化する市民ニーズに対応したスポーツ施設の整備と運営を図ります。 

■スポーツ振興計画に基づく計画的なスポーツ振興を図ります。 

■ボールパーク構想がもたらす価値と魅力を生かしたスポーツによるまちづくりを

進めます。 
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16 健康で生きがいのあるスポーツ活動の推進                  

●子どもの心と体の健全な発達や体力の向上を支援するため、幼児期を含めた子ども

のスポーツに親しむ機会を提供します。 

●市民だれもが健康で生きがいのある生活が送れるよう、市民との協働による各種ス

ポーツ教室やスポーツ活動の推進、健康・体力づくりの機会の拡充やアダプテッド・

スポーツの普及を通じて、多世代交流型スポーツの促進を図ります。 

●市民の自主的な参加と健康・体力づくりの機会を拡充するため、各種スポーツイベ

ントの開催をはじめとするスポーツ事業を推進するとともに、スポーツ推進委員や

生涯学習振興会等と連携し、地域におけるスポーツ・レクリエーション活動の振興

を図ります。 

●プロスポーツ等の観戦の促進などの「観るスポーツ」とスポーツボランティアの育

成などの「支えるスポーツ」の振興を図ります。 

 

17 競技スポーツへの支援                            

●ジュニアスポーツ活動を支援するため、中学校部活動や、スポーツアカデミーにお

ける選手の強化育成や底辺拡大、指導者の養成に取り組みます。 

●市体育協会やスポーツ少年団等の組織強化や育成を図るため、スポーツ競技者のス

ポーツ活動を支援します。 

●市民の国際大会や全国大会等への出場を支援するほか、スポーツ大会において優秀

な成績を収めた市民を表彰し、自発的なスポーツ活動を推進します。 

●競技スポーツの低年齢化による怪我等の弊害の予防やスポーツ現場における課題

解決に係る情報提供のほか、スポーツ障害の防止等に係る普及啓発を図ります。 

 

18 スポーツライフの充実と環境整備                       

●市民が安心して利用しやすいスポーツ・レクリエーション環境を整えるため、スポ

ーツ施設の計画的な整備及び改修について検討します。 

●日常的なスポーツ・レクリエーション活動を支援するため、学校開放事業をはじめ

とするスポーツ環境の向上を図ります。 

●スポーツ振興計画に基づき、市民のスポーツへの関心を高め、地域が一体となって

プロスポーツチーム等を応援するなど機運の醸成を図ります。 

●プロスポーツチーム等との連携により、市民や地域のスポーツ振興を図ります。 

●ボールパーク内の施設や機能、人的資源を活用し、市民同士や地域同士をスポーツ

で結ぶことにより、スポーツが市民の生活の一部になるような取組を推進します。 

 

 

 

施 策 
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成果指標 現状値 目標値 

「スポーツ・レクリエーション活動に親しむ機会や環境の

充実」の満足度 (市民意識調査) 

68.8％ 

(Ｈ30 年度) 
70.0％ 

スポーツ実施率 

（週 1 回以上運動・スポーツを行う人の割合） 
62.2％（Ｈ29 年度） 70.0％ 
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政策６ 芸術文化活動の振興 

 

現 況 と 課 題 

社会の変化が急速に進む今日においても、文化的な環境の中で創造性を育み、表現力

を高め、心豊かな社会づくりを進めていくことが求められています。 

 

本市においては、芸術文化ホール開設以来、芸術文化に関して、鑑賞する場や発表の

機会が確保され充実が図られてきました。今後も、だれもが身近なものとして芸術文化

に親しみを持って参加することができる環境を整備していく必要があります。 

そのために、芸術文化活動が持つ価値を生かし、関係機関との連携や主体的に活動を

進める団体を支援する体制を整備することはもとより、芸術文化活動が地域のコミュニ

ティづくりなどに生かされるよう支援を進める必要があります。 

 

活動を支える文化施設については、活動に適した十分な環境が保たれるよう計画的な

改修を行う必要があります。 

 

基 本 的 方 向 

■市民の芸術文化活動を振興し、地域文化の創造及び発展を図ります。 

■本市の魅力が生かされる芸術文化活動の展開により、市民が心の豊かさや生きがい

を感じることができるよう文化の香り高いまちづくりを推進します。 

■芸術文化の創造を担う人材の育成と鑑賞機会の充実に努めるとともに、市民の交流

の場を広げる芸術文化活動の振興を図ります。 

■芸術文化ホールの施設機能の維持向上のため、計画的な保守点検、整備に努めます。 

 

 

 

19 だれもが参加できる地域文化の振興                      

●各種講演や展示、体験事業など本市の魅力を生かした芸術文化に、市民が身近に触

れることができる機会を提供します。 

●優れた芸術文化活動に対して表彰を行うとともに、それらの優れた成果を生かした

活動を支援します。 

●青少年が行う芸術文化活動を支援します。 

●芸術文化活動に主体的に取り組む市民団体やサークル団体を支援します。 

●芸術文化ホールの計画的な改修と整備を進め、機能の維持と利便性の向上を図りま

す。 

 

施 策 
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20 創造と交流を生む芸術文化活動の展開                      

●芸術文化活動を支援する団体や、他の公共ホール等と連携し、国内や道内で活躍す

る優れたアーティストの演奏や作品の鑑賞機会を提供します。 

●芸術文化ホール等の活用により、市民が芸術文化を身近に感じ、市民同士の交流を

育む機会の創出を図ります。 

●ボランティア団体と連携し、市民に親しまれる芸術文化ホールの運営を進めます。 

●ボールパーク構想と連携した芸術文化の振興を図ります。 

 

 

成果指標 現状値 目標値 

「芸術や文化に触れ親しむ機会の充実」の満足度 

(市民意識調査) 
73.1％(Ｈ30 年度) 75.0％ 

芸術文化ホール利用者数 92,546 人（Ｈ30 年度） 95,000 人 
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政策７ 郷土愛を育む教育活動の推進 

 

現 況 と 課 題 

国指定の史跡である旧島松駅逓所や特別天然記念物野幌原始林などの貴重な文化・自

然遺産、太古の様子を物語る化石などを守り、次の世代へ正しく継承していく必要があ

ります。 

 

市民が身近なものとして郷土の歴史や文化に親しみ、正しく理解し、郷土を愛する心

を育むことが大切です。 

 

エコミュージアム26の普及推進の拠点である「エコミュージアムセンター知新の駅」

については、エコミュージアムに関する情報の収集と発信、調査研究、展示のほか、郷

土に関する学習機会を提供する中心的役割が求められています。 

 

市民自らが、郷土の歴史と文化の理解に努める取組として、地域の遺産をあるがまま

に保存し、活用する「北広島エコミュージアム構想(まるごときたひろ博物館)」を更に

進める必要があります。 

 

基 本 的 方 向 

■市民のだれもが本市を良く知り、誇りに思う心を培うとともに、北広島の自然や歴

史的遺産を大切に守り育てることができるよう、エコミュージアム構想の推進に携

わる人材の育成を進めるとともに、学習機会の充実や市民協働による事業を推進し

ます。 

■郷土の歴史資料や伝統的遺産の保存と活用を進めるとともに、市民が身近に郷土文

化財などに触れることができる環境づくりを推進します。 

■旧島松駅逓所が持つ歴史的な価値を発信し、地域資源としての活用の充実を図るた

め、施設整備を推進します。 

 

 

 

21 エコミュージアム構想の推進                        

●エコミュージアム構想を推進し、各地域の自然遺産・歴史遺産・産業遺産等を現地

において保全・活用する環境を整備します。 

●市民参加による郷土学習や体験学習を通して、自らのまちを誇りに思う郷土愛を育

む学習機会を提供します。 

施 策 
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●重要な郷土資料の保全、インターネット等を活用した情報の発信・提供、資料の展

示、学校等と連携した郷土の教育普及活動を充実するとともに、エコミュージアム

センターを市民の活動拠点として活用します。 

 

22 文化財の保存と活用                            

●史跡や歴史資料を適切に保存するとともに、その活用により歴史と文化に対する市

民の理解を深め、貴重な文化財の保護を進めます。 

●郷土の歴史、自然等の調査研究や収集保存を進めます。また、市文化財の指定を行

い保存します。 

●郷土文化の伝承に対する支援を進めます。 

●国指定史跡旧島松駅逓所について、老朽化の進んだ施設を将来にわたって維持し活

用するため、大規模改修を行います。また、その周辺地域においても一体的な整備

を推進します。 

●太子町と締結した連携協力協定に基づき、文化資源等の活用や知的資源及び人的資

源の交流などの取組を推進します。 

●特別天然記念物野幌原始林に新たな区域が追加指定されたことから、適切な保存

に向けた保存活用計画を策定します。 

 

成果指標 現状値 目標値 

「市の歴史や文化に対する意識の浸透」の満足度 

(市民意識調査) 
66.5％(Ｈ30 年度) 70.0％ 

まちを好きになる市民大学27卒業人数 135 人（Ｈ30 年度末累計） 240 人 
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政策８ 生涯にわたる読書活動の推進 

 

現 況 と 課 題 

情報のデジタル化が進み、図書館の資料収集と提供方法が大きな転機を迎えつつあり

ます。また、人口減少や高齢化により来館者数が減少傾向にあるため、ＩＣＴ技術等を

活用し、いつでも、どこでも、だれもが利用可能な図書館運営をめざす必要があります。 

 

子どもの読書については、現行の「北広島市子どもの読書活動推進計画」に基づき、

家庭・学校・地域が一体となった読書活動を推進しています。市図書館は図書館フィー

ルドネット28を核としたボランティアが活躍し、学校図書館は、学校図書センターを中

心とした子どもの読書活動の推進に取り組んでいます。 

学校図書館の環境整備のほか、中学校に 3 名の学校司書の巡回配置や、大曲地区内

の 2 小学校と 4 保育施設等においては「まちなか司書29」が巡回しています。また、小

学校においては、図書巡回事業「豆次郎」、保育施設等においては、絵本巡回事業「小

豆(あずき)」を実施しています。 

 

今後は、市図書館を中心に、保育施設等、学校図書館、そして、高齢者や障がい者な

ど連続的かつ横断的な視野で地域全体の読書活動を包括的に支援する取組が必要とさ

れています。 

 

基 本 的 方 向 

■図書館サービスを広範な市民に提供する情報センターとしての図書館をめざすと

とともに、社会情勢の変化や市民ニーズに対応した図書館としての今後の在り方に

ついて検討します。 

■市図書館が中心となり、地域全体の読書活動を包括的に支援するネットワークを構

築し、子どもから高齢者まで市民の読書活動に密着したサービスの形成を図ります。 
 

 
 
 

23 図書館サービスの充実                           

●図書館及び地区分館での資料やデジタル情報の充実に努め、市民が求める資料と情

報の提供を図ります。 

●図書館フィールドネットなど市民との協働により、多世代の方の生涯を通した読書

活動を推進します。 

●社会情勢の変化や市民ニーズに対応した図書館としての今後の在り方について検

討します。 

施 策 
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24 地域まるごと読書活動支援の充実                      

●地域の読書ネットワークを整備し、幼児から高齢者までの幅広い市民が読書活動を

しやすい体制づくりを進めます。 

 

 

成果指標 現状値 目標値 

「図書活動に親しむ機会や環境の充実」の満足度 

(市民意識調査) 
73.7(Ｈ30 年度) 75.0％ 

市民一人当たりの図書年間貸出数 8.3 冊（H30 年度） 8.5 冊 
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政策９ 開かれた教育行政の推進、確かな教育行政の運営 

 

現 況 と 課 題 

市民ニーズの多様化、少子高齢化の進展とともに、「超スマート社会（Society5.0）」、

「人生 100 年時代」など社会が大きく変化しています。こうした中、市民と行政が課題

と目標を共有し、その課題の解決や目標の実現に向けて協働していく開かれた教育行政

の推進が求められています。 

 

 厳しい財政状況が想定される中、各教育施設の日常の維持管理をはじめ、各教育行政

業務についてのも市民サービスの向上と行政運営の効率化などに取り組み、将来の見通

しを持った持続可能でな確かな教育環境の整備が一層求められています。 

 

基 本 的 方 向 

■市民と協働した教育行政を推進するため、の意向が反映されるよう開かれた教育行

政を推進します。 

■市民と行政との共通理解を深めるため、多様な媒体を利用し広聴活動を推進します。 

■効率的で効果的な教育行政運営を推進し、市民サービスの向上を図ります。 

 

 
 
 

25 開かれた教育行政の推進                      

●市民と協働した教育行政を推進するため、市民の意向が反映されるよう、教育委員

会会議や各種附属機関等の情報公開を進める活性化を図るとともに、各委員の公募、

会議の開催情報や審議事項等の適切な公表等を通じて開かれた教育行政を推進し

ます。 

●多様な媒体を利用し、積極的な広聴活動を実施します。 

 

26 確かな教育行政の運営                      

●効果的な教育行政の推進を図るとともに、市民への説明責任を果たしていくため、

「教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価」を実施し、その結果を

踏まえ一層の業務改善に努めます。 

 

成果指標 現状値 目標値 

「市、地域、大学が連携した活動の充実」の満足度 

（市民意識調査） 
58.6％ 70％ 

施 策 
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策定経過 

 

北広島市教育振興基本計画（2021-2030）策定経過 

年 月 日 内   容 

平成 30 年 5 月 30 日 次期北広島市教育振興基本計画（2011～2020）策定方針の決定

（庁議） 

平成 30 年 6 月 5 日 教育委員会で次期北広島市教育振興基本計画（2011～2020）策定

方針を議決 

令和元年 5 月 29 日 北広島市教育振興基本計画策定懇談会設置 

令和元年 8 月 28 日 北広島市教育振興基本計画策定懇談会 開催（第１回） 

 会長及び副会長決定、策定方針等について説明 

令和元年 9 月 27 日 北広島市教育振興基本計画策定懇談会 開催（第 2 回） 

 教育理念、教育目標、教育ビジョン等について意見交換 

令和元年 10 月 17 日 北広島市教育振興基本計画策定懇談会 開催（第 3 回） 

 学校教育部会において政策体系ごとに意見交換 

令和元年 11 月 5 日 北広島市教育振興基本計画策定懇談会 開催（第 4 回） 

 生涯学習部会において政策体系ごとに意見交換 

令和元年 11 月 25 日 北広島市教育振興基本計画策定懇談会 開催（第 5 回） 

 部会における意見等についての意見交換 

令和 2 年 8 月 日 北広島市教育振興基本計画策定懇談会 開催（第 6 回） 

  

令和 2 年 9 月 日 北広島市教育振興基本計画策定懇談会 開催（第 7 回） 

  

令和 2 年 9 月 日 教育委員会へ教育振興基本計画概要について説明 

令和 2 年  月  日 市議会建設文教常任委員会へ計画概要について説明 

令和 2 年 11 月  日 教育委員会へ教育振興基本計画原案について説明 

令和 2 年 12 月  日 教育委員会へ教育振興基本計画案について説明 

令和 3 年 2 月  日 庁議へ「北広島市教育振興基本計画（2021-2030）」案報告 

令和 3 年 2 月  日 「北広島市教育振興基本計画（2021-2030）」教育委員会決定 

令和 3 年 2 月  日 
市議会へ「北広島市教育振興基本計画（2021-2030）」について報

告 

令和 3 年 3 月  日 
市議会建設文教常任委員会へ「北広島市教育振興基本計画（2021-

2030）」説明 
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策定懇談会委員名簿 

 

北広島市教育振興基本計画策定懇談会構成員名簿 

【令和元年度】 

 氏 名 選出区分等 備考（ﾜｰキﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ） 

会 長 板垣 裕彦 星槎道都大学 教授 学校教育部会 

構成員 伊藤 学 北広島市教頭会 学校教育部会 

構成員 井上 清人 青少年健全育成推進委員会 学校教育部会 副座長 

構成員 遠藤 末子 北広島市幼稚園協会 学校教育部会 

構成員 折内 大輔 北広島市教育研究会 学校教育部会 

構成員 河村 英俊 北広島市校長会 学校教育部会 

構成員 北川 由合子 図書館協議会 生涯学習部会 副座長 

構成員 新發田 恵美子 拓殖大学北海道短期大学非常勤講師 学校教育部会 

構成員 髙田 善公 北広島市 PTA 連合会 学校教育部会 

構成員 寺田 清隆 北広島市体育協会 生涯学習部会 座長 

副会長 寺林 俊夫 北広島市文化連盟 生涯学習部会 

構成員 橋本 勝晴 社会教育委員 生涯学習部会 

構成員 藤井 浩 文化財保護審議会 生涯学習部会 

構成員 吉田 眞隆 公募市民 学校教育部会・生涯学習部会 

構成員 由水 伸  星槎道都大学 学長補佐 学校教育部会 座長 

 

※五十音順（敬称略） 
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北広島市教育振興基本計画策定懇談会構成員名簿 

【令和２年度】 

 氏 名 選出区分等 備 考 

会 長 板垣 裕彦 元大学教員  

構成員 井上 清人 青少年健全育成推進委員会  

構成員 遠藤 末子 北広島市幼稚園協会  

構成員 折内 大輔 北広島市教育研究会  

構成員 北川 由合子 図書館協議会  

構成員 新發田 恵美子 拓殖大学北海道短期大学非常勤講師  

構成員 髙田 善公 北広島市 PTA 連合会  

構成員 谷口 みどり 北広島市校長会  

構成員 月居 忠文 北広島市教頭会  

構成員 寺田 清隆 北広島市体育協会  

副会長 寺林 俊夫 北広島市文化連盟  

構成員 橋本 勝晴 社会教育委員  

構成員 藤井 浩 文化財保護審議会  

構成員 吉田 眞隆 公募市民  

構成員 由水 伸  星槎道都大学 学長補佐  

 

※五十音順（敬称略） 
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用語等の説明 

1 ＩoＴ（Internet of Things）とは、自動車、家電、ロボット、施設などあらゆ

るモノがインターネットにつながり、情報のやり取りをすることで、モノの

データ化やそれに基づく自動化等が進展し、新たな付加価値を生み出すとい

うもの。 
2 超スマート時代（Society5.0）とは、狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会

（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 4.0）に続く、新

たな社会を指すもので、人工知能（AI）、ビッグデータ、Ｉnternet of 

Things（IoT）、ロボティクス等の先端技術が高度化してあらゆる産業や社

会生活に取り入れられ、社会の在り方そのものが「非連続的」と言えるほど

劇的に変わることを示唆するものであり、第５期科学技術基本計画（平成 28 

年 1 月 22 日閣議決定）で提唱された社会の姿。 
3 ボールパーク構想とは、官民連携ブロジェクトとして、新球場を核としたボ

ールパークを整備することで、まちづくりの様々な分野に波及効果を生み出

し、持続可能な都市経営と地域課題の解決を図る構想。 
4 ジェンダー（gender）はもともと英語。一般的にジェンダーは生物学的な性

差（セックス）に付加された社会的・文化的性差を指す。 
5 ビッグデータとは、一般的なソフトウェアで扱うことが困難な、巨大で複雑

なデータの集合のこと。市町村では、地域の特性や年齢層・弱者の分布等を

解析し、政策に生かすことに用いられる。 

6 日本の労働人口の約 49％がついている職業が技術的にＡＩ等で代替可能とな

る予測（株式会社野村総合研究所、平成 27（2015）年）がある一方、技術

革新によって代替できない個別業務を考慮すると、代替可能となる職業はよ

り少なくなるとの予測（OECD ワーキングペーパー、平成 28（2016）年）

などがある。 
7 「Looking to 2060：Long-term global growth prospects」（OECD）による

と、OECD の計算による世界の GDP に占める日本の割合について、平成

23（2011）年時点で 6.7％であったものが、2030 年には 4.2％となる予測が

なされている。 
8 「ユースフル労働統計 2017-労働統計加工指標集-」（独立行政法人労働政策

研究・研修機構）によると、男性の正社員の生涯賃金は、大学・大学院卒
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270.0 百万円に対し高卒 207.3 百万円、また非正社員では、大学・大学院卒 

153.6 百万円に対し高卒 128.3 百万円となっている。 
9 「ストップ少子化・地方元気戦略（平成 26 年 5 月 8 日）」（日本創生会議・

人口減少問題検討分科会）。 

10 判断の根拠や理由を明確に示しながら自分の考えを述べたり、実験結果を分

析して解釈・考察し説明したりすることについて課題が指摘（「平成 27 年度

全国学力・学習状況調査」（文部科学省））されているほか、自分の能力に関

する評価や、学ぶことの楽しさや意義が実感できているかどうか、自分の判

断や行動がより良い社会づくりにつながるという意識を持てているかどうか

とういう点では、肯定的な回答が国際的に見て相対的に低いことなども指摘

されている。（「国際数学・理科教育動向調査（TIMSS2015）」（IEA）質問紙

調査結果では、算数・数学では小・中学校とも、理科では中学校において、

それぞれの教科が楽しいと回答した児童生徒の割合は国際平均よりも低く、

また、中学校において、それぞれの教科が日常生活に役立つ、将来、自分が

望む仕事に就くために良い成績をとる必要があると回答した生徒の割合は国

際平均よりも低い。） 
11 PISA2015 における読解力の平均得点は 516 点であり、PISA2012 における

平均得点の 538 点から有意に低下。 

12 「高校生の生活と意識に関する調査報告書（平成 27 年）」（（独）国立青少年

研究所）では、「自分には人並みの能力がある」ことに「とてもそう思う」

又は「まあそう思う」と回答した高校生の割合が、日本は 55.7％であるのに

対し、米国は 88.5％、中国は 90.6％、韓国は 67.8％である。 

13 「中学生・高校生の生活と意識－日本・アメリカ・中国・韓国の比較－（平

成 21 年）」（（財）一ツ橋文芸教育振興協会、（財）日本青少年研究所）で

は、「私の参加により、変えてほしい社会現象が少し変えられるかもしれな

い」ことに「全くそう思う」または「まあそう思う」と回答した中学生の割

合が、日本は 37.3％であるのに対し、米国は 53.3％、中国は 58.3％、韓国

は 66.5％であり、高校生の割合については、日本は 30.1％、米国は

69.8％、中国は 62.7％、韓国は 68.4％である。 

14 総理大臣を本部長，官房長官，外務大臣を副本部長とし，全閣僚を構成員

とする「SDGs 推進本部」において、「ビジネスとイノベーション～SDGs

と連動する Society5.0 の推進～」「SDGｓを原動力とした地方創生、強靭か
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つ環境に優しい魅力的なまちづくり」「SDGｓの担い手としての次世代・女

性のエンパワーメント」の３つの柱を中核とする「日本の SDGs モデル」の

展開を加速していくこととしている。 
15 エンパワーメントとは、よりよい社会を築くために、一人一人がその改革や

発展に必要なための力を身につけていこうという考え方。 
16 学校支援地域本部とは、学校を支援するために、学校の求めに応じ地域内の

様々な技能や知識を有する人材の発掘・コーディネートを行い、学校と地域

をつなぐ学校支援活動を行う組織。学校支援活動は地域学校協働活動の取組

の一つ。 
17 地域学校協働活動とは、幅広い地域住民の参画を得て、地域全体で子どもた

ちの学びや成長を支えるとともに、「学校を核とした地域づくり」をめざし

て、地域と学校が相互にパートナーとして様々な取組を組み合わせて実施す

る活動。 
18 ICT とは、情報通信技術（Information and Communication Technology）の

略。コンピュータや情報通信ネットワークなどの情報コミュニケーション技

術のこと。 
19 コミュニティ・スクールとは、学校と保護者、地域住民で構成する「学校運

営協議会」を設置した学校のこと。地域住民や保護者などが学校運営に参画

することで、地域とともにある学校づくりを進める仕組み。 
20 校務支援システムとは、教職員の校務負担の軽減や業務の標準化を図るため

の共同利用型システムのこと。 
21 放課後子供教室とは、学校の余裕教室などを活用し、地域住民の方の協力を

得て、児童が放課後に学習や体験活動などを行う教室。地域学校協働活動の

一つ。 
22 子どもサポートセンターとは、青少年の非行防止や安全対策等、青少年の健

全育成を主な目的として、教育委員会に設置しているもの。 
23 子ども 110 番の家とは、子どもが誘拐や暴力、痴漢など、何らかの被害に遭

った、又は遭いそうになったと助けを求めてきたときに、子どもを保護する

とともに、警察、学校、家庭などへ連絡するなどして、地域ぐるみで子ども

たちの安全を守っていくボランティア活動を行う地域住民や企業等のこと。 
24 国際交流協議会とは、地域に根ざした国際交流事業を推進し、市民レベルの

異文化に対する理解などを通してまちづくりに寄与することを目的とする市
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民団体のこと。 

25 アダプテッド・スポーツとは、ルールや用具などを工夫することによって、

障がいの有無や年代、性別などにかかわらず、誰もが参加することができる

スポーツ全般のこと。 

26 エコミュージアムとは、環境問題に関わるエコロジー（生態学）と地方経済

の復興に関わるエコノミー（経済学）の「エコ」と「ミュージアム」（博物

館）を合体させた造語で、地域全体を屋根のない博物館として捉える考え方

のこと。 

27 まちを好きになる市民大学とは、「まるごときたひろ博物館員養成課程」と

して、北広島の自然遺産や歴史遺産、エコミュージアムなどについて 2 年間

で学ぶ本市独自の講座のこと。 

28 図書館フィールドネットとは、図書館を拠点に活動するボランティア団体の

ネットワークのこと。 
29 まちなか司書とは、子どもたちが読書に親しめるよう地域内の小学校図書

館、保育施設を図書館司書が巡回する事業の中に位置付けられた図書館司書

の呼称 
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【表紙写真】 

   緑葉公園にあるモニュメント「新生」 

   彫刻家 安田 侃 作 

 

  【解 説】 

   子どもたちから「たまご公園」として親しまれている緑葉公園の小高い

丘に、卵を思わせる碑が建っています。 

昭和 57 年（1982 年）9 月 15 日号の広報には、「緑葉公園に建設し付近

の整備を進めていたモニュメント（記念碑）の除幕式を行いました。こ

のモニュメントは町内に進出した企業により寄贈されたもので、高さ

2m、幅 1.6m、重さが 8 トンあり、イタリアで活躍している彫刻家安田

侃さんが、イタリア白大理石を 2 年がかりで彫り上げた大作。作品は

『新生』と名づけられています」と、このモニュメントの除幕の記事が

載っています。 

    これまでの「北広島市教育基本計画」を踏まえて、令和へと新しい時代

を迎え名称を新たにして策定したこの「北広島市教育振興基本計画」

が、大転換時代を迎えるといわれているこの先の未来に向け、一人一人

の「生きる力」を一層育むことをめざし、この「新生」を表紙としてい

ます。 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          


